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　また，質問紙調査結果の分析により，南知多町の 30 歳代，50 歳代の住民は「南知多町に住み
続けたい」と考える人が約 7 割，60 歳代以上では 9 割前後に対し，40 歳代は 5 割弱と他の年代
よりも少ない傾向がみられた．
　本研究ではさらなる分析をすすめ，40 歳代のとらえる「住みにくさ」を明らかにし，その課





























　南知多町は，2015 年度に『第 6 次南知多町総合計画』の計画期間（11 年間）の中間年度を迎
えることから，地域住民の意識やニーズ，満足度の変化を把握するために住民意識調査をおこ
なった．調査時期は 2014 年 8 月に実施し，南知多町在住の 18 歳以上の男女を対象に無作為に抽


















　図 1 は，南知多町での居住意向を年齢別に示している．30 歳代と 50 歳代は，住み続けたい割
合が約 7 割となっているが，40 歳代は約 5 割を切っている．町外に移り住みたい割合について








図 は、南知多町 意向を年齢別に示している。 歳代と 歳代は、住み続け
たい割合が約 割となっているが、 歳代は約 割を切っている。町外に移り住みたい割








　表 1 は，南知多町に住み続けたい理由について，30 歳代～ 50 歳代別に示している．40 歳代は
30 歳代と 50 歳代に比べて，「自然豊かな住環境」「地元で採れる豊かな農・海産物」「先祖代々
の住み慣れた土地だから」の割合が低かった．南知多町の自然豊かな住環境や豊かな農・海産物











自然豊かな住環境 41.2％ 17.7％ 42.0％
歴史文化や伝統行事がある 2.0％ 0.0％ 4.9％
地元で採れる豊かな農・海産物 33.3％ 12.9％ 27.2％
電車や高速道路などの広域からの交通アクセスがよい 0.0％ 3.2％ 0.0％
地域の助け合いが残っている 9.8％ 14.5％ 22.2％
子育てや教育がしやすい 15.7％ 6.5％ 3.7％
通勤や仕事の関係 33.3％ 17.7％ 13.6％
医療，福祉施設が立地している 0.0％ 1.6％ 1.2％
観光，レジャー施設が豊富 0.0％ 0.0％ 0.0％
住宅に係るコストが安価 7.8％ 6.5％ 4.9％
先祖代々の住み慣れた土地だから 27.5％ 17.7％ 34.6％
その他 2.0％ 1.6％ 3.7％
わからない 2.0％ 0.0％ 1.2％
回答なし 0.0％ 1.6％ 0.0％
　表 2 は，南知多町外に移り住みたい理由について，30 歳代～ 50 歳代別に示している．40 歳代











住宅環境が悪い 2.0％ 6.5％ 0.0％
買い物など生活の利便が悪い 9.8％ 19.4％ 16.0％
交通の利便性が悪い 7.8％ 17.7％ 16.0％
行事，近所づきあいが面倒である 3.9％ 9.7％ 1.2％
子どもの教育のことが心配である 3.9％ 6.5％ 1.2％
通勤や仕事の関係 3.9％ 6.5％ 6.2％
医療，福祉施設が不足している 3.9％ 8.1％ 3.7％
スポーツ，レジャー，文化施設が少ない 2.0％ 0.0％ 3.7％
適当な住宅地が確保できない 0.0％ 0.0％ 0.0％
将来は町外に生活している家族のところへ行きたい 3.9％ 0.0％ 2.5％
その他 2.0％ 6.5％ 1.2％
わからない 0.0％ 0.0％ 0.0％
回答なし 0.0％ 0.0％ 0.0％















がら、現状を維持したほうがよい」を合わせた割合が約 割（ 歳代： 、 歳
代： 、 歳代： ）となっているが、 歳代～ 歳代の専門職は約 割（






　図 3 ， 関する対応について，30 歳代～ 50 歳代の住民・専門職別に示し
ている．30 歳代～ 50 歳代の住民は，「小規模校の長所を生かすために，現状を維持すべきであ
る」「小学校と中学校の連携を進めるなど小規模校の短所を減らす努力 しながら，現状を維持
したほうがよい」を合わせた割合が約 5 割（30 歳代：58.9%，40 歳代：51.6%，50 歳代：46.9%）




























　表 1「南知多町に住み続けたい理由」「通勤や仕事の関係」は 17.7% と割合は高かったが，表 2



























　表 3 の南知多町の小中学校をみると，小学校は 6 校，中学校は 5 校と基本的には各地区に 1 校
ずつある．
表 3　南知多町の小中学校（出典：南知多町ホームページ　一部修正）
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